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（別紙１） 

 

農業共済組合等検査規程例 

 

（趣旨） 

第１条 農業保険法（昭和 22 年法律第 185 号）第 209 条第１項から第３項までの規定に

より農業共済組合、共済事業を行う市町村（以下「市町村」という。）又はこれらから

業務の委託を受けた者（以下「受託者」という。）（以下「組合等」と総称する。）に

対して知事が行う検査（以下「検査」という。）は、この規程の定めるところによる。 

 

（検査の目的） 

第２条 検査は、合法性、合目的性及び合理性の観点から組合等の業務及び会計の状況を

的確に把握することにより、組合等に対する個別の指導監督の実を挙げ、もって農業保

険法第２条第１項に規定する農業共済事業（以下「農業共済事業」という。）における

組合等の正常な事業運営を促進することを目的とする。 

 

（検査の視点） 

第３条 前条に規定する検査の目的を達成するため、次の事項について検討する。 

（１）合法性 

定款、事業規程、共済事業の実施に関する条例（以下「共済条例」という。）、

諸規則等の整備状況及び法令、法令に基づいてする行政庁の処分、定款、事業規程、

共済条例、諸規則等の遵守状況を検討する。 

（２）合目的性 

農業保険法第１条の規定及び定款等の組合等が定めた業務又は事業目的に合致し

た運営がなされているかどうかを検討する。 

（３）合理性 

業務及び会計が効率性の観点からみて、合理的に運営されているかどうかを検討

する。 

 

（常例検査及び年間検査計画等の作成） 

第４条 知事は、年度当初に、月別及び組合等別の年間検査計画並びに当該年度における

検査重点事項を作成する。ただし、行政上の要請により、緊急に検査の必要が生じた場

合又は農業共済組合の組合員から検査の請求があった場合は、この限りでない。 

 

（検査事項） 

第５条 検査は、別に定める農業共済組合等検査実施要領に従い、組合等の業務及び会計

の全てについて行うものとする。ただし、知事が特に指示した場合には、当該指示によ

り行うものとする。 

 

（検査の場所と方法） 

第６条 検査は、組合等の事務所、倉庫、事業場その他組合等の業務に直接又は間接に関

係のある場所において、現物の検査、帳簿その他の書類の検査及び役員又は職員からの

説明の聴取（第 11 条第１項において「現物の検査等」という。）の方法により行う。

ただし、必要があるときは、これらの場所以外の場所において帳簿その他の書類につき、

検査を行うことができる。 
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（検査基準日） 

第７条 検査基準日は、検査に着手した日の前業務日とする。ただし、検査に着手した日

の前業務日に残高試算表が作成されていない場合には、検査に着手した日の直近の残高

試算表が作成された日とすることができる。 

 

（検査の範囲） 

第８条 検査は、原則として検査基準日の属する事業年度の前事業年度の開始の日から検

査基準日までの組合等の業務及び会計の状況について行う。ただし、特に必要があると

認められるときは、検査基準日の属する事業年度の前事業年度の開始の日前及び検査基

準日後の組合等の業務及び会計の状況についても行うことができる。 

 

（執務時間内検査の原則） 

第９条 検査は、組合等の執務時間内に行う。ただし、やむを得ない事由があり、かつ、

理事その他の責任者の承諾を得たときは、この限りでない。 

 

（無通告検査の原則） 

第 10 条 検査は、あらかじめ通告しないで行う。ただし、検査の実効性を確保するた

め必要と認められる場合は、この限りでない。 

 

（検査員) 

第 11 条 検査は、知事が命令した職員（以下「検査員」という。）２人以上が１組にな

って行うものとする。ただし、検査の一環として支所、出張所等の出先機関において単

独で現物の検査等を行うことは、これを妨げない。 

２ 検査に当たっては、検査員の中から１人を当該検査の責任者（以下「検査責任者」と

いう。）として選定するものとする。 

３ 検査員は、十分な注意をもって検査を実施し、事実の認定、処理の判断及び意見の表

明を行うに当たって、常に公正不偏の態度を保持しなければならない。 

４ 検査員は、組合等の業務及び会計が適正であり、かつ、妥当であるかどうかを判

断するに足りる基礎を得るまで、検査を実施しなければならない。 

５ 検査員は、検査に当たっては、組合等の業務執行に支障のないようにするとともに、

組合等に無用の負担を負わせないように留意しなければならない。 

６ 検査員は、常に穏健冷静な態度を保持し、相手方の説明及び答弁を慎重に聴取するよ

うに努めなければならない。 

 

（検査命令書等の交付) 

第 12 条 知事は、検査責任者に検査命令書（別記様式１）並びに検査員に身分証明書（別

記様式２）を交付するものとする。 

 

（検査命令書及び身分証明書の提示並びに検査通告書の交付） 

第 13 条 検査責任者は、検査の着手に際して、理事（市町村にあっては市町村長、受託

者にあっては監事等以外の役員。以下同じ。）その他の責任者から、前条の検査命令書

の提示を求められた場合には、これを提示しなければならない。 

また、検査員は、身分証明書を提示するとともに、当該検査に係る検査通告書（別記

様式３）を交付しなければならない。 
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（検査の立会い) 

第 14 条 検査に当たっては、理事その他の責任者１人以上を立ち会わせて行うものとす

る。 

２ 前項に定める立会人のほか、できるだけ農業共済組合及び受託者にあっては監事等、

市町村にあっては監査委員（以下「監事」と総称する。）を立ち会わせるものとする。 

 

（私物検査の制限) 

第 15 条 検査員は、役員及び職員の私物について、検査を行ってはならない。ただし、

検査上特に必要がある場合において、相手方の承諾を得たときは、この限りでない。 

 

（取引先その他との照査) 

第 16 条 検査員は、検査上特に必要がある場合においては、組合員若しくは加入者、取

引先、退任（職）した役員若しくは職員又はその他の関係者に対し、個人情報の保護

等に十分に配慮した上で、任意の説明、答弁又は書面の提出を求めることができる。 

 

（検査の拒否等に対する措置) 

第 17 条 検査責任者は、検査の拒否、妨害、忌避その他重大な事故により検査の実施が

困難であると認められたときは、直ちに知事にその旨を報告し、その指示を受けなけれ

ばならない。 

 

（検査結果についての意見聴取） 

第 18 条 検査員は、当該検査の終了に際して、検査によって明らかとなった事項につ

いて役員から意見を聴取することとしているが、職員の出席については、役員の裁

量と責任に委ねることをあらかじめ役員に連絡しておくものとする。 

 

（検査講評) 

第 19 条 検査責任者は、検査終了に際し、原則として、全役員に対して講評を行うもの

とする。ただし、特別の事由があるときは、講評の時期を変更することができる。 

  また、役員以外の者の出席については、役員の裁量と責任に委ねることをあらかじめ

役員に連絡しておくものとする。 

 

（検査結果の報告及び検査書の交付) 

第 20 条 検査員は、検査を終了したときは、速やかにその結果を知事に報告しなければ

ならない。 

２ 知事は、検査終了後速やかに、合法性、合目的性及び合理性の観点から組合等の業

務運営上是正又は改善の必要があると認められる重要な指摘事項を記載した検査書

を作成し、これを理事に交付する。 

３ 知事は、農業保険法第 209 条第３項の規定による検査を行った場合には、当該検査の

請求をした者に対し、当該検査結果の概要を交付するものとする。 

 

（指導監督部門との連携） 

第 21 条 検査の実施に当たっては、指導監督部門と連携し、事前に指導監督面から見た

問題点等について十分に把握し、検査に反映させるよう努めるものとする。また、検査

終了後、指導監督部門に検査報告を行う等により、指導監督業務の中においても、検査
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で指摘した事項の改善指導が行われる等検査の結果が農林水産行政に反映されるよう

努めるものとする。 

 

（農林水産大臣との連携） 

第 22 条 知事が、組合等の検査を実施するに当たって、農林水産大臣の協力が必要と

認める場合において、農林水産大臣と見解が一致するときは、農林水産大臣と情報

を共有し、実態の把握が一層正確かつ徹底的なものとなるよう協力して、検査を実

施するものとする。 

 

（守秘義務） 

第 23 条 検査員は、検査により知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

 

（附則） 

１ この規程は、○年○月○日から施行する。 

 

２ この規程の改正の施行の際、現にこの規程による改正前の第 12 条の規程に従い交

付された証票は、その有効期限の末日に達するまでの間、この規程の改正後の別記

様式２により交付された身分証明書とみなす。 
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別記様式１（第 12 条関係） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

検 査 命 令 書 

職 名   氏 名 

検査責任者 〇〇〇〇  〇〇〇〇 

 

 

 

農業保険法第 209 条第〇項の規定に基づき、〇〇〇農業共済組合（市町村、

受託者）の検査の職務に従事することを命ずる。 

 

                       知   事   氏  名  

 

 

別記様式２（第 12 条関係） 

 

 

 ○○㎝  

 

 

番   号 

身 分 証 明 書 

   官   職      氏    名 

              年 月 日生 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 上記の者は、農業保険法第 209 条第１項から 

第３項までの規定による検査の職務に従事する 

者であることを証明する。 

 

            年 月 日 

 

写 

真 

貼 

付 

 

 

 

 

 

 

 

○○㎝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  有 効 期 限 

 ○○県知事  氏  名       年 月 日 から 

                   年 月 日 まで 
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別記様式３（第 13 条関係） 

 

 

番   号 

年 月 日 

 

検査対象者名 

  代表者役職名 殿 

 

 

 

○○県知事  氏  名 

 

   検査の実施について 

 

農業保険法第 209 条第〇項の規定に基づき、〇〇〇農業共済組合（市町村、

受託者）の検査を下記のとおり実施するので通知する。 

 

記 

 

１ 検査開始予定日 

     年 月 日 

※  自然災害、検査の進捗状況等の事情に応じて、検査開始予定日を変更す

る場合がある。 

 

２ 検査責任者 

  職名 氏名 

 

 


